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ϱЦрЕᵵ  

 

[ḼỘ ]   上新電機株式会社  

 

[ḼỘ ID]   8173 

 

[ϱЦрЕᾠ῎]  JPN 

 

[ϱЦрЕ ]  決算説明会  

 

[ϱЦрЕ ]   2025 年度第 2 四半期決算説明会  

 

[Ὠ▄ṍ]   2026 年度 第 2 四半期  

 

[ ]    2025 年 11 月 4 日 

 

[Ч˔Ѕ ]   34 

  

[Ⱳḧ]    17:00 – 17:48 

（合計：48 分、登壇：28 分、質疑応答：20 分） 

 

[ᵫ℗ ]   インターネット配信 

 

[ᵓ ]    

 

[ ]    

 

[ [יּ   3 名 

代表取締役 兼 社長執行役員 CEO  高橋 徹也（以下、高橋） 

代表取締役会長    金谷 隆平（以下、金谷） 

取締役兼常務執行役員 財務戦略担当 大代 卓（以下、大代）  
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◄ᵓ：本日はお忙しい中、上新電機株式会社 2025 年度第 2 四半期決算説明会のライブ配信をご視

聴いただきまして誠にありがとうございます。本日の進行につきまして、まず代表取締役兼社長執

行役員 CEO、高橋徹也よりご説明申し上げ、その後質疑応答のお時間とさせていただきます。  

皆様からのご質問につきましては、チャット欄にて承りますので、適宜ご入力をよろしくお願いい

たします。なお、チャットの入力は説明中も可能でございます。  

それでは、高橋より説明させていただきます。高橋社長、よろしくお願いいたします。  

‰Ệ：皆様、こんにちは。上新電機株式会社代表取締役兼社長執行役員 CEOの高橋徹也でござい

ます。本日はお忙しい中、2025 年度第 2 四半期決算および新中期経営計画「JT-2028 経営計画」

の説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。 

本日はこちらの順番に沿って説明をいたします。説明終了後、質疑応答の時間を設けております。 

私もしくは担当の役員より回答させていただきますので、何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

それでは、3 ページをご覧ください。こちらは 2025 年度上期 4 月から 9 月の連結業績一覧です。 
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売上高におきましては、期初予想を上回り、前期比で増収となりました。店頭販売およびインター

ネット販売、いずれも前期比で増収となりました。 

利益面におきましては、いずれも期初予想を上回りました。営業利益、経常利益は前期比で増益と

なりました。中間純利益においては、前期比で減益となりました。これは前期に約 18 億円の投資

有価証券売却益を計上したものによるものです。 

 

4 ページをご覧ください。営業利益の増減要因をグラフに示したものです。 

売上総利益は前期比約 17 億円の増益となりました。これは家電の販売が増加したことが影響して

います。 

人件費は前期比で 3 億円増加しました。これは継続的に人的資本への投資を進めた結果、給料およ

び手当の支出が増加したことによるものです。 
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5 ページをご覧ください。2025 年度第 2 四半期会計期間の連結業績一覧です。 

7 月から 9 月は四半期純利益を除き、前期比で増収増益となりました。販売面においては、店頭お

よびインターネット販売ともに増収となりました。  
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6 ページをご覧ください。こちらは店頭販売およびインターネット販売における上期の業績推移で

す。 

9 月に実施した阪神タイガースリーグ優勝セールの効果もあり、連結売上高は 2021 年度以来の

2,000 億円台に到達しました。 

店頭販売におきましては、上期としては過去 3 番目に高い売上を確保しました。1 店舗当たりの売

上高も過去最高を記録した 2020 年度に次ぐ、高い売上高を確保しました。 

インターネット販売につきましては、2024 年度下期から自社サイトに加えて、出店先の販売拡大

を継続的に進めたことで、上期としては過去 2 番目に高い売上高を確保しました。 

 

7 ページをご覧ください。主な品種別の売上高一覧です。 

2025 年度上期で見ると、冷蔵庫を除く全ての品種において、前期を上回る実績を確保しました。 
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8 ページをご覧ください。品種別連結売上高における上期の業績推移です。 

主力の家電につきましては、前期から若干の増収となりましたが、過去最高を記録した 2020 年度

を境に減少傾向で推移しています。 

成長事業と位置付ける携帯電話は、順調に売上を拡大しています。  
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9 ページをご覧ください。貸借対照表とキャッシュ・フロー計算書における主要項目の実績です。 

貸借対照表における資産の部では、流動資産の圧縮により、合計で約 18 億円減少しました。 

負債純資産の部では、短期借入金の返済などにより、負債合計で約 13 億円減少しました。 

純資産はほぼ横ばいで推移しました。キャッシュ・フロー計算書における各キャッシュ・フローの

推移は記載の通りです。 

 

10 ページをご覧ください。ここからは、2025 年度通期の予想をご説明します。  

上期の実績を踏まえ、通期の予想は据え置きとしました。 
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11 ページをご覧ください。次に、2025 年度下期の修正後の予想です。 

通期予想を据え置いたことにより、下期の予想は期初予想から下方修正する形になりますが、期初

予想を上回る実績の確保を目指してまいります。 

12 ページから 14 ページは、のちほどご確認ください。 

ここからは、2026 年度からスタートする 3 カ年の新中期経営計画「JT-2028 経営計画」について

説明させていただきます。  
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まずは、本年 6 月に開催された株主総会を経て、代表取締役兼社長執行役員 CEOに就任いたしま

した、私、高橋徹也の「JT-2028 経営計画」にかける思いをトップメッセージとして表明させてい

ただきました。17 ページをご覧ください。 

「JT-2028 経営計画」では、創業 100 周年に向けた持続的な成長を通じて、企業価値の向上を実

現するため、人財・組織・顧客といった無形の資産を将来の価値創造の源泉と捉え、その強化と進

化に取り組んでまいります。 

当社の歩みを守破離で表すならば、守は創業の精神と家電事業の原点。破は新たな家電事業の形へ

の進化。離は家電事業を基盤とした新たな領域への挑戦を意味します。 

本中期経営計画では、守から破への進化を実現し、未来への離へと繋げてまいります。 

破の具体的な姿は、いわば家電量販店版マチの電器屋です。量販店の豊富な品揃えやスケールメリ

ットに、地域密着のマチの電器屋が持つ、きめ細かなサービスや機動力を融合し、新しい価値をお

客様に提供してまいります。 

あわせて、有形資産と無形資産のバランスを見直し、資産の効率化・スリム化を進め、持続的な成

長を実現してまいります。 

当社は 2026 年 4 月より、株式会社 Joshin へと商号を変更いたします。この商号変更には「全て

の進化は変化から始まる」という思いを込めています。 
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経営環境の変化を成長の機会と捉え、新たな価値を創造する力へと変え、社会にイノベーションを

起こしていく強い意志を表すものです。 

 

18 ページをご覧ください。こちらは、当社グループが目指す家電量販店版マチの電器屋のイメー

ジ図です。 

 



 
 

 

ЂЪ˔Е 

日本   050-5212-7790      

フリーダイアル 0120-966-744 メールアドレス support@scriptsasia.com  

11 
 

続きまして、2025 年度が最終年度となる「JT-2025 経営計画」。こののちは現中計の表現でご説

明します。20 ページをご覧ください。 

現中計に掲げていた計画は、配当性向以外、いずれも未達で着地する見込みです。特に営業利益が

大幅未達となった要因は、販売費および一般管理費の増加を上回る売上総利益を確保できなかった

ことに尽きます。 

 

21 ページをご覧ください。こちらは現中計の営業利益が計画未達に終わった要因を逆ロジックツ

リーにて整理したものとなります。  

売上総利益を確保できなかった最大の要因は、購入客数の減少による家電販売の低迷にあります。

利益率の高い家電販売が低迷したことで、利益率で劣る非家電商品の販売比率が上昇し、売上総利

益率の低下を招きました。 

一方で、人件費を始めとする様々なコストは、今後も上昇傾向で推移すると考えられます。これら

の要因分析を経て、導き出された課題を克服することが、次の中期経営計画の成功に繋がると考え

ています。 
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当社グループを取り巻く経営環境認識を整理します。 

23 ページをご覧ください。当社グループを取り巻く環境をグローバル、日本国内、事業に分けて

整理しました。 

企業を取り巻く環境は目まぐるしいスピードで日々変化しており、将来の先行きを見通すことがで

きない、不安定で不確実な時代になっています。 

日本国内でのみ事業展開をする当社グループにおいても、仕入れ先様の生産動向や、お客様の消費

動向に影響を与える中、様々なリスクが経営に及ぼす影響を最小限にとどめ、機会に転換すること

が、次の中期経営計画で求められていると認識しています。 
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ここからは、新中期経営計画「JP-2028 経営計画」。こののちは新中計との表現でご説明します。 

25 ページをご覧ください。新中計の策定にあたり、まずは経営理念体系を見直しました。 

2021 年に経営理念体系を 57 年ぶりに改定しましたが、2026 年の商号変更も踏まえ、新中計の発

表に合わせてアップデートをしました。 

従来の経営理念体系では、ミッションに該当する経営理念、経営ビジョンまで明示してきました

が、当社が大切にする価値観であるファンベースを新たにバリューと定めました。 

社是「愛」に基づく「まごころサービス」が 75 年以上の長きにわたり育んできたファンベースの

思想を全てのステークホルダーを対象とした、全ての事業活動の礎となる 普遍の価値観であると

再定義しました。 

また、以前から存在する行動宣言、行動規範を、経営理念を全従業員が体現するための行動指針で

あるクレドに定めました。 
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26 ページをご覧ください。中長期の成長シナリオにおける新中計の位置付けをご説明します。 

創業 100 周年となる 2048 年を見据えた中長期の成長シナリオを、創業 75 周年となる 2023 年に

発表しました。 

現中計では、まず収益力の強化。いわゆる稼ぐ力の強化に取り組むことを掲げ、その上で、投資効

率を高いレベルで持続的に確保できる、筋肉質でサステナブルな経営体制への移行を目指してきま

したが、未達で着地する見込みです。 

新中計では、新生 Joshin グループとして、持続的成長と企業価値の向上を可能とする事業基盤を

構築していかなければなりません。 

新中計では、営業利益 100 億円以上、ROE7%以上、この二つのみを計画に掲げ、収益力の強化に

再挑戦します。 
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27 ページをご覧ください。新中計において、目指す姿をご説明します。 

新中計では、「ライフスタイル・サポートカンパニーへの進化」を目指します。独自のドミナント

戦略を展開する当社グループにとって、お客様の多様化するライフスタイルに合わせて、ご要望、

お困りごとにお応えしていくためには、事業領域を拡張し、商品の販売だけでなく、幅広い領域で

多彩なサービスメニューを取り揃えていかなければなりません。 

そのためには、家電を始めとする既存の 5 カテゴリーの事業構成を図りつつ、新たな領域への挑戦

を同時並行で取り組んでまいります。 

私達はこれまで培ってきた信頼と地域密着の精神を大切にしながら、量販店×マチの電器屋の融合

を通じて、新しい価値の創造に挑戦していきます。 

リアル店舗や EC、サービスインフラといった多様なタッチポイントを軸に、地域社会の暮らしに

深く寄り添い、お客様一人ひとりのライフステージに応じた課題解決を図る。そんな地域ベースの

Joshin 経済圏の構築を通じて、私達は「ライフスタイル・サポートカンパニーへの進化」を目指

していきます。 
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28 ページをご覧ください。新中計におけるドミナント戦略をご説明します。 

当社グループでは、関西、東海、関東、北信越エリアにおいて、リアル店舗を出店しています。関

西を中心としたエリアに深く根ざし、地域にお住まいのお客様に密着した店舗展開を進めてきまし

た。 

それぞれの街で、異なるライフスタイルや暮らしのニーズに応えるため、地域のお困りごとや要望

を掬い上げ、きめ細やかに応えていくのが私達の使命です。 

今後はリアル店舗だけでなく、EC やアプリなどの接点も組み合わせながら、生活のインフラとし

て、お子様から高齢の方まで、あらゆる世代にとって頼れる存在を目指します。 

EC では、東西 2 拠点物流体制を生かした全国対応を行っています。新中計期間中に EC 全体に占

める自社サイトの販売比率を 5 割に引き上げ、リサイクルを伴う大型家電を含む、家電販売比率を

引き上げることで、EC 全体の収益力を強化してまいります。 
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29 ページをご覧ください。ここからは、新中計において、全社的に取り組む三つの重点戦略につ

いてご説明します。 

リアル店舗事業の収益力強化は、新中計における最優先課題として、スピード感を持って取り組ん

でまいります。 

2025 年 9 月末時点で 210 店舗の Joshin ブランド直営店を運営していますが、収益面における店舗

間格差が広がっています。店舗の数ではなく、質で勝負する当社グループにおいて、既存店舗の格

差是正は喫緊の課題です。 

そこで、リアル店舗のタイプ別マーケティングと出店先を取り巻く環境を踏まえて、お客様のニー

ズに寄り添った多彩な売り場作りを進めます。 

個々の店舗事情に合わせて、利益創出力を強化するための最善の策は何かを最優先に検討し、異業

種とのコラボレーションも視野に、店舗価値の再構築を強力に推進いたします。 

新中計では、店舗数そのものの拡大ではなく、利益を創出できる店舗数の拡大を目指してまいりま

す。 
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30 ページをご覧ください。PB 商品への本格参入について、ご説明します。 

当社グループでは、現在までパソコンを中心に一部の家電商品においてオリジナルモデルを展開し

ています。売上規模は、連結売上高の全体の 3%程度を占めています。 

新中計において、PB 商品への本格参入をスピード感を持って推進します。家電市場が成熟する

中、お客様ニーズの多様化を踏まえ、これまで培ってきた顧客接点と販売データを生かすことで、

オリジナリティの高い、価値提案型の PB 展開を実現できると考えています。 

家電量販店版マチの電器屋を具体化し、利益創出力を強化するためにも、PB 商品の事業拡大は欠

かすことができない重要な要素となります。 
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31 ページをご覧ください。マーケティング機能の再構築についてご説明します。 

現中計での振り返りでもお示しした通り、当社グループの商品・サービスを購入されるお客様の減

少が、営業利益計画が未達に終わった最大の要因と認識しています。 

独自のドミナント戦略を展開する当社グループにとって、お客様の人数そのものの拡大はもちろん

ですが、いかにしてお客様のご利用頻度を増やし、長いお付き合いができるかが、持続的成長を実

現する上で必要不可欠です。 

ここに掲げる個々の重点戦略を着実に実行することによって、顧客生涯価値の創出を実現してまい

ります。 
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32 ページをご覧ください。ここからは、新中計における資本政策についてご説明します。 

当社グループは、資本コストや株価を意識した経営を実現するために、従来からバランスシートマ

ネジメントに取り組んできました。 

2027 年からの導入が予定されているリース会計基準の改正も踏まえ、ここに掲げるメニューを着

実に実行することで、最適なバランスの維持を目指します。 

その上で、フリーキャッシュ・フローの創出力向上に資するキャッシュ・コンバージョン・サイク

ル、および交叉比率の改善を推進してまいります。そのために最も重要な要素は在庫の適正管理だ

と認識しています。 
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33 ページをご覧ください。キャッシュアロケーションとなります。 

新中計期間中におけるキャッシュインの内訳はご覧の通りです。新中計最終年度となる 2028 年度

に営業利益 100 億円を計上できるようになれば、3 カ年の営業キャッシュ・フロー累計額の確保は

可能と想定しています。 

成長投資の主な内訳はご覧の通りです。店舗に関する投資では、店舗価値の再構築に資するスクラ

ップアンドビルドを軸とした既存店舗の改善に重点を置いています。 

事業領域の拡張に関する投資では、外部企業との提携や M&A も有力な手段になると考えていま

す。人的資本および、リースを含むシステムに関する投資は、企業の持続的成長を実現するために

不可欠であり、着実に取り組んでまいります。 
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34 ページをご覧ください。株主還元の方針です。 

従来の配当性向に加え、DOE、いわゆる株主資本配当率を新たな指標として導入しました。 

当社は株主への利益還元の充実を経営の最重要課題の一つとして位置付けています。企業の利益に

対する配当の割合を示す株主還元に加え、自己資本を基準とした還元指標である DOE を導入する

ことで、安定的かつ持続的な配当を実現する姿勢を示しました。 

一方で、現行の配当水準に満足することなく、収益力の強化による将来の利益拡大により、配当金

そのものの引き上げを目指してまいります。 
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35 ページをご覧ください。政策保有株式の縮減方針です。 

バランスシートマネジメントを実践する上で、財務面からのアプローチとして重要なのは資本効率

の改善です。政策保有株式については、従来より保有の意義を慎重に検討し、相手先との協議を通

じて縮減を進めています。 

新中計に合わせて、政策保有株式の縮減に向けた計画を立案し、実行できる環境が整いつつあると

判断したため、今般の公表に至りました。 

なお、昨今の上場株式の値動きにより、保有株式には一定の含み益が生じており、これを処分する

ことで得られる利益は ROEの向上にも寄与しています。 
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36 ページをご覧ください。最後に、PBR の改善に向けた取り組みについてご説明します。 

現在、0.6 倍台で推移している PBR を引き上げるためには、収益性の向上、資産の効率的な運用、

株主還元の強化、事業ポートフォリオの見直しなど、市場からの評価を高める取り組みが重要だと

認識しています。 

PBR を構成する PER および ROE、双方を引き上げるためにも、特に資本効率の改善を通じた持続

的な収益力の強化が新中計における当社グループの最優先課題であることは明らかです。 

事業基盤の再構築による収益力の強化と、最適な資本政策の着実な実行により、PBR を改善し、

企業価値の向上を目指してまいります。 
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37 ページをご覧ください。当社グループは、今年 6 月の株主総会を経て、監査等委員会設置会社

へ移行しました。 

事業ポートフォリオの見直しや、成長投資を通じた攻めの経営が期待される中、中長期的な競争優

位性を確立し、成長戦略を実行するために、その基盤となるコーポレートガバナンス体制を変更し

ました。 

機関設計の変更が、コーポレートガバナンスコードの形式的な遵守に終わらないよう、取締役会で

は年間アジェンダを設定し、中長期の成長戦略に関する議論を活発に行っています。 
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38 ページをご覧ください。次に、執行役員会においては、機関設計の変更による大幅な権限移譲

により、業務執行における意思決定のスピードアップに取り組んでいます。 

持続的な収益性と資本効率の向上。つまり、稼ぐ力の強化を行うため、決して短期的な視点に偏ら

ず、価値創造ストーリーの解像度アップとそれに基づく事業ポートフォリオの組み替えや成長投資

の実行という、より中長期的なリスクテイクについても活発な議論を行っています。 

今後は、取締役のみならず、執行役員も株主投資家との対話に積極的に参加し、取締役会と協働し

て、価値創造ストーリーを磨き上げていきたいと考えています。 

新中計の説明は以上となります。 

新中計の最終年度となる 2028 年度は創業 80 周年にあたります。新中計における重点戦略に果敢

に取り組み、計画に掲げる営業利益 100 億円以上、ROE7%以上を必ずや達成し、創業 100 周年を

目指すべく、収益力の強化による事業基盤の再構築を果たしてまいります。 

引き続き、変わらぬご支援を賜りますようお願いを申し上げます。 

ご清聴いただき、誠にありがとうございました。  
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Ṯᴂל  

 

◄ᵓ [M] ：それでは、質疑応答に移りたいと存じます。ここからの質疑応答につきましては、代表

取締役会長である金谷の司会で進行させていただきます。 

ご質問のある方は、画面右側のチャット欄にご質問の投稿をお願いいたします。金谷会長よろしく

お願いいたします。 

Ỳ  [M] ：はい。代表取締役会長の金谷です。皆様からいただきましたご質問の内容を読み上げさ

せていただきます。 

ל [Q] יּ ：今回の中計目標は、営業利益、ROEのみの目標とのことですが、売上高や粗利率、自

己資本比率の前提を可能な限り教えてください。 

Ỳ  [M] ：この質問につきまして、回答は CEOの高橋よりさせていただきます。 

‰Ệ [A] ：それではご回答申し上げたいと思います。 

まず、今回の中期経営計画の目標は、営業利益 100 億、ROE7%という、二つの項目を設定いたし

ました。 当然、売上高、営業利益、その辺の目標設定をするわけですけれども、売上高を目標設

定したとしても、同時にやっぱり経費がついてきます。それによって営業利益が生まれなくなる。 

元々は PBR の 1 倍。これを実現するために設定した目標でございます。その中に ROE、これを確

実にいく。その ROEをいくためには、営業利益を上げていく。その部分で、まずは営業利益にフ

ォーカスをする。利益にフォーカスをする。売上に傾注したとしても経費がついていたら営業利益

が生まれない。利益率に計上しても売上にしようとしたら利益が生まれない。 

利益を目標の基準とすることで、あらゆる選択肢を取りながら、この ROE7%、営業利益 100%に

いく、このプロセスをしっかりと完成をさせていきたい。 

当然社内では、売上の目標、総利益の目標、販管費の目標は持っておりますけれども、この三つを

うまく組み合わせながら、どこに注力をしながら、どこに力を入れながら、どこの数字を上げなが

ら、この最終的な目標に近づけるかという意味において、この ROE7%、営業利益 100 億。 

ここを掲げたことで、それぞれのいろいろな角度から分析をして、いろいろな角度を、いろいろな

アプローチを考えて、このゴールに向かっていくという意味で、この二つの目標を設定させていた

だきました。 
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ここに行く細かい設定は社内では用意しておりますので、ご心配いただかなくてもいいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

ל [Q] יּ ：続きまして、収益性を高めるべく、店舗ごとの収益性を高めるとのことですが、29

ページの右側に掲げられた対応策の中では、どの項目がスピード感早く展開可能でしょうか。 

Ỳ  [M] ：この回答につきましても、高橋から回答させていただきます。 

‰Ệ [A] ：はい。ご回答申し上げたいと思います。 

当社にはモール型店舗、複合型店舗、ホームセンターと一緒になった店舗、それと単独店舗、それ

ぞれの店舗のタイプがございます。ただ、これまでは、画一的なチェーンオペレーションというこ

とで、大きな変化がなく、単独店もモール型店舗も同じ仕様で営業を続けてまいりました。 

やはり 1 年間にご来店されるお客様の数が違う。ご来店される年齢層も違う。それと、それぞれの

お店を利用されるお客様の目的も全く違う。その中で画一的な営業戦略では、お客様に受け入れら

れないという判断をしました。 

それぞれの店舗の形態に合わせたマネジメント、営業戦略、販売戦略、売価戦略を展開することに

よって、店舗それぞれのいいところを引き出して収益化の改善に進めていきたいと考えております

ので、よろしくお願いをいたします。 

ל [Q] יּ ：はい。続きまして、今回の還元方針について、配当性向、DOE を改めて定めていら

っしゃいますが、自社株買いを記載されていない背景を教えてください。同業他社では、文言の違

いはあれど、目標として掲げているためです。 

Ỳ  [M] ：この質問に対する回答を、常務執行役員財務戦略担当の大代からさせていただきます。 

 [A] ：財務戦略担当の大代でございます。ご質問にお答えをさせていただきます。 

私どもは株主の皆様方に対する還元というものは、還元の充実というものは経営の最重要課題の一

つとして捉えていることについては、言を俟たないところでございますけれども。今回、配当性向

に加えて DOE というものを出させていただいたことによって、いろいろ安定的な配当の実施の担

保といいますか、そういった裏づけというものが明確にできたのではないかなと考えております。 

ただ一つ、ご質問にある自社株買いということでありますバイ・バックと言われるやつですけど

も。自社株買いにつきましては、やはり[音声不明瞭]の自社株買いを実施するにあたっては、ちょ

っと発行済株式数との関連性がどうしても必要になってくるということでございます。 
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私どもは 74 年有余年の企業経営の中で、企業を買収したり、合併したり、そういった歴史はほと

んどございませんので、発行済株式数が実は 2,800 万株というところでございます。 

同業の他社から比べますと、かなりコンパクトなところもありますので、例えばの話ですけども、

この期間の間に、枠を設けて自社株買いをするんです、なんてことを表明すること自体がなかなか

なじまないのではないかと、われわれとしては考えております。 

同業他社さんは大体、億を超える株式数をお持ちになっておられたり、ということを感じておると

ころでございますので。とはいえ、自社株買いというものが、全く株主還元に対してできないとい

うことではなくて、有力な選択肢の一つであるということは認識はしております。 

特に政策保有であるとか、持ち合いというような形の中で、[音声不明瞭]の株式がやはり市場に出

て行く際には、昨年も実施いたしましたけれども、都度都度、皆様方には開示をし、実施すること

もございますというところだけは、表明させていただけるのかなと思っております。 

全くやらないということではなくて、都度都度、ケースバイケースで検討し、検討をした上で実施

するためには、いち早く開示をする。この部分についてはお約束できるのかなと思っております。

以上、お答え申し上げます。 

ל [Q] יּ ：続きまして、通期の見通しを修正せず、下期の見通しを下方修正する理由を教えてく

ださい。 

Ỳ  [M] ：CEOの高橋から回答申し上げます。 

‰Ệ [A] ：はい。ご回答申し上げたいと思います。まず、前期は非常に苦戦をしました。前期を、

全く力がなかったという状態で言うならば、この上期、前期は実力がなかったということで評価を

するならば、この上期は実力を出し切れなかった。そう私は捉えております。 

この下期に実力を出し切れるという担保ができる状態であれば、皆様ともお約束もできるんですけ

れども、まだまだ実力を出し切れるかどうかはわからない。でも実力はこの上期で相当ついたとい

う手応えは掴んでおります。 

その実力を出し切れるという担保がないので、まずは公表目標を据え置きにしましたけれども、説

明資料でもご説明させていただいた通り、上振れを目指して実力が出し切れるように、この下期は

頑張っていきたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

ל [Q] יּ ：ページ 33 の事業領域拡張に関する投資に M&A を挙げておられましたが、具体的に

どういった企業、業種の M&A を検討されておりますか。 
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Ỳ  [M] ：これにつきましても、高橋から回答させていただきます。 

‰Ệ [A] ：はい。お答えをさせていただきます。具体的な社名は現在、ございません。 

直近で言えば、ダイソーさんの売り場を東生駒店に導入した。これはもう小ぶりな話でございます

けれども、そういうことがございます。 

M&A とか協業は、われわれのリソースで不足をしている部分。ここを補ってくれる相手先様とは

積極的にやっていきたいと考えております。全く飛び地をいきなり呼んでくるようなことは考えて

ないんですけれども、例えば配送能力、これは非常にあれば助かる。もしくは工事能力、これもあ

れば助かる。 

それと、後発であるリフォーム事業。これも頑張っておるんですけど、やっぱり後発だけになかな

か伸びきれない。そういった部分で、いいお話があればぜひ前に進めたいと思いますし、今私が申

し上げた内容以外にも、当社が必要とする会社であれば、積極的に協業はやっていきたいと考えて

おります。 

まずはわれわれに足らない部分、それをお金で時間を買って、早く成長していく。そういうイメー

ジでご理解いただいたらいいと思いますので、よろしくお願いをいたします。  

ל [Q] יּ ：はい。続きまして。1、新中計について。3 ヶ年の利益成長はどんなイメージでしょ

うか。最終年度に向けて加速していくイメージでしょうか。 

2、まずは収益力の改善という点は理解しました。気が早いですが、2048 年に向けて、成長性とい

う点では、高橋社長の掲げられた守破離の破離の部分でしょうか。新規事業の立ち上げや事業領域

の拡大が見えてくれば、次の成長性にも期待できるということでしょうか。家電販売事業としては

出店、EC 成長よりは収益性重視でしょうか。 

Ỳ  [M] ：この質問につきましても、高橋から回答させていただきます。 

‰Ệ [A] ：お答えさせていただきたいと思います。 

まず、次期中期経営計画の成長イメージですけれども、加速をさせていきたいと考えております。 

先ほど申し上げた通り、前期は実力がなかった。この上期は実力を出し切れなかった。実力を出し

切ることができたら、そこそこの数字がもう出せるんじゃないかなと私は考えております。 

そういう意味で、実力を出し切って、新たなチャレンジをしていくことによって、次期の中期経営

計画は加速をしていけると考えておりますので、よろしくお願いをいたします。 
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2 番目、2048 年を見据えた守破離のお問い合わせだったと思うんですけれども。この守破離の守

と破は、次の中期経営計画で達成を目指しております。 

その意味というのは、われわれ祖業は家電量販店、家電販売業でございます。まず、家電で勝てな

い会社が他の領域に行って勝てるはずがないというのがもう、私の考え方でございます。 

まずは家電で確実に勝ちにいく。それで、家電の新たな境地を見つけたい。これを次の中期経営計

画で実現したい。これが守破に相当します。 

これを達成できたら、その次の中期経営計画で離。これは新たな領域への挑戦。この家電の事業と

いう基盤がしっかりできた上で、次の領域をしっかりと取っていく。それで会社を成長の軌道に乗

せていく。そういうイメージで考えておりますので、よろしくお願いをいたします。 

新規事業の立ち上げのお話はいただいておりますけれども、今申し上げた通り、次の中期経営計画

では、家電の基盤をしっかり作って、家電の新しい境地、これは説明会でも申し上げた通り、家電

量販店版マチの電器屋。私自身もまだまだ解像度が甘いんですけれども、この解像度をぐんぐん、

ぐんぐん上げていって、次の中計では、家電量販店版マチの電器屋を実現して、守と破、これを達

成して、次の離に持っていきたいと考えております。 

家電事業としては、出店、EC 成長より収益重視でしょうかというご質問でございますけれども、

これは両方です。 

必要な出店は今日申し上げた通り、利益の出る店舗の出店はやってまいります。 EC 事業はさらに

加速をさせていきます。しっかりと売上を上げながら利益を取っていきたい。 

これはちょっと 2022 年、23 年、若干後退しましたけれども、ここの経験値を生かしながら、この

25 年、それと次の中計、ここに生かしていきたいと思いますので、よろしくお願いをいたしま

す。以上です。 

ל [Q] יּ ：それでは、阪神タイガースリーグ優勝セールの効果はどの程度あったのか。2 年前の

セールと比べて、売上高や集客への貢献は大きかったのか。 

Ỳ  [M] ：この質問に対しまして、高橋から回答させていただきます。 

‰Ệ [A] ：ご説明させていただきたいと思います。 

まず月次開示の数字、こちらを見ていただいたら、一目瞭然でご判断いただけると思います。今

回、9 月期の月次開示の売上の前年比が 135. 8%。その前の月が 106%。本日発表した 2025 年 10

月度の月次開示が 113. 3%でございます。 
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阪神タイガースセールは 135.8。これはもう特殊なことがない限り、こういう前年比は絶対に出て

きません。その前の買い控えを警戒しておったんですけれども、ここもしっかり手を打つことによ

って 106%。買い控えをしっかり抑えながらセールに突入して大きな数字を上げることができた。 

一番警戒したのは反動でございます。前回は 10 月期の前年比が 92 まで落ちましたけれども、今

回は 113%を確保できましたので、買い控え、反動ともしっかりクリアしながら、135.8%の売上を

アドオンすることができたので、セールとしては大成功と考えております。 

前回の 9 月期が 121%だったので、上がっておりますけども、規模としては同規模。お客様は若干

前回よりも多くなった。アクティブ会員数を公表しておりますけれども、それもこの 9 月期、10

月期には最高値を更新しておりますので、タイガースセールの効果は非常に高かったと考えており

ます。 

この効果が最終的にアドオンできるようなこの下期の戦い方、これを心がけていきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 以上でございます。 

◄ᵓ [M] ：それでは、質疑応答を終了させていただきます。 

以上をもちまして、上新電機株式会社 2025 年度第 2 四半期決算説明会のライブ配信を終了いたし

ます。終了後、アンケート画面が表示されますので、ご協力をお願いいたします。 

以上、ご清聴いただきまして誠にありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

Ẃ  

1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 

2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M] はそのどちらでもない場合を示す 
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